
○ 日 時 平成３０年５月２４日（木）午後６時００分

○ 場 所 緑と語らいの広場複合施設　えにあす２階　８－３会議室

１．開会

２．保健福祉部長挨拶

３．会長挨拶

４．報告事項

（１）平成29年度保健事業実施報告について

（２）平成30年度保健事業の推進について

①自殺対策計画の策定について

５．その他

６．閉会

平成３０年度第１回

恵庭市保健センター運営協議会

資料１

資料２
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恵庭市保健センター運営協議会委員名簿

任期 平成29年4月1日～平成31年3月31日

区　　　　分 氏　名 選出機関・団体 役　職

1
保健所及びその他の
関係行政機関 第6条1号 大原　宰 北海道千歳保健所 室　長

副会長

3 村松　宏之 恵庭市歯科医師会 副会長

2

医師会、歯科医師
会及びその他の保
健医療関係団体

第6条2号

貝嶋　光信 一般社団法人恵庭市医師会

4 江川　禎浩 恵庭市薬剤師会 役　員

5 草野　真暢 北海道文教大学 教　授

事務局長

7 安達　尚昭
恵庭市民生委員児童委員連絡
協議会

副会長

6

社会福祉協議会
及びその他の福祉
関係団体

第6条3号

船田　清 恵庭市社会福祉協議会

10 神田　美佐子 恵庭市地域女性連絡会 会　長

8 大石　宜久 恵庭市老人クラブ連合会 事務局長

9 島　真子 道央農協女性部恵庭ブロック 監　事



Ⅰ事業実績報告

１．健康診査等事業
（１）健康診査、各種健（検）診事後管理、特定保健指導
・ 35歳～39歳の市民及び35歳以上の生活保護受給者に対し、健康診査を実施しています。
・ 国民健康保険加入者（40～74歳）に対し、特定健康診査を実施しています。
・ 特定健康診査(健康診査)の結果、内臓肥満に加えて、血糖、血圧、脂質、喫煙習慣の有無の

リスクの個数により積極的支援、動機付け支援に階層化され、特定保健指導(保健指導)が実
施されます。(高血圧、糖尿病、脂質異常症で治療中の方は除く)

・ 国民健康保険加入者の特定健康診査受診率は、保健課把握分で25.9%。
・ 特定保健指導については、対象者全体のうち、積極的支援利用者が34.0％、動機付け支援利

用者が43.6%となっています。

健診受診数

注1)動機付け【対象】⇒年度75歳を含む数 ※ 平成30年5月末現在　保健課把握データ
注2)動機付け【利用】⇒年度75歳を含まない数（実施しない）

（２）肝炎ウイルス検診
・ 平成23年度より、特定の年齢に達した市民に、個別通知による受診の勧奨・検診料の減免を

実施しています。

40歳、45歳、50歳、55歳、60歳、65歳、70歳（6,083人）

（３）各種がん検診事業 ※がん発見者数については、H30.4月末現在
・ 精検者率は胃がん8.9%、大腸がん8.6%、肺がん1.9%、乳がん3.4%、子宮頸がん2.4%となっています。

(*)うち経過観察からの発見がん
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（４）がん検診推進事業
○クーポン事業
　　働く世代の女性支援のためのがん検診推進として、平成２１年度から子宮、乳がん検診に
　　おいて検診料金が無料となるクーポン券の送付を実施しています。

クーポン券有効期間 平成29年4月1日～平成30年2月28日

クーポン券送付対象 子宮頸がん検診 20歳
乳がん検診 40歳

クーポン券送付者数・受診者数・受診率

20歳 40歳

20歳 40歳

25歳 45歳

30歳 50歳

35歳 55歳

40歳 60歳

○コールリコール事業
平成26年度、国の政策事業「働く世代の女性のためのがん検診推進事業」を実施しました。
（平成21年度から平成24年度まで5歳刻みで実施していたクーポン券事業で、該当年度に未受診であった
者に平成26年度に無料で受診をさせること。受診者・未受診者全員に勧奨通知を発送する補助事業）
平成27年度については、平成25年度クーポン事業対象者が対象となり、事業を実施しました。
※平成28年度、平成29年度はコールリコール事業の実施はありませんでした。

平成27年度事業　年齢別子宮がん検診受診率（H25）

平成27年度事業　年齢別乳がん検診受診率（H25）
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２．健康増進事業
（１）健康づくり計画・食育推進計画策定事業

・ 平成30年度から平成35年度までを計画期間として、「第2次恵庭市健康づくり計画」と
「第3次恵庭市食育推進計画」の両計画を策定しました。

・ 第2次恵庭市健康づくり計画は、保健センター運営協議会や関係部署による検討、協議しな
がら、生活習慣病の発症や重症化予防を重視し、身体活動やがん、糖尿病、歯など9領域の
健康課題への取組みによる健康づくり推進を目的としたものです。

・

（２）健康教育事業
・ 町内会の健康学習会や様々な団体からの出前講座の依頼により地域に出向き、健康に関する

講話や実技を実施しました。

《集団健康教育の内訳》

（３）健康相談事業
・

（４）機能訓練・訪問指導事業
①機能訓練教室 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ 疾病、外傷その他の原因による身体または精神機能の障がいや低下に対する訓練を行う必要のあ
る40～64歳の市民に対して心身の機能の維持回復に必要な訓練を行うことで、日常生活の自立を
助け、介護を要する状態となることの予防を目的に、通所型短期集中予防事業と一体的に実施
しました。

・

新規利用はありませんでした。

②訪問指導
・ 療養上の保健指導が必要であると認められる40～64歳の市民・家族に、保健師等が訪問して健康

問題を総合的に把握し心身機能の低下の防止と健康増進を図ることを目的としています。
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第3次恵庭市食育推進計画は、恵庭市食育推進協議会や保健センター運営協議会及び関係部署で
の検討や協議を行い、食をとおして「健康をつくる」・「人を育む」・「地域をつくる」の３
つの領域毎に目標を定め、生涯にわたる健やかな暮らしの実現をめざします。
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※H29年度中に、2名とも介護保健事業および
訪問看護利用による在宅生活へ移行しまし
た。
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３．母子保健事業
（１）母子健康手帳の交付
・
・ 母子健康手帳交付時に、併せて妊婦健康診査受診票の交付・マタニィティマークストラップを配布し

ています。

（２）妊婦・両親教室
・

・

※1コース（3回）の平均参加率

（３）妊婦健康診査
・
・

（４）特定不妊治療費助成
・ 平成29年度は実人数27人に対し、延べ40回助成し12人が妊娠(妊娠率44.45%)に至っています。

（５）乳児家庭全戸訪問、養育支援訪問
・ 専任の赤ちゃん訪問指導員１名と保健師が、生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問し、発育・健康

を確認しながら育児に必要な情報の提供や制度紹介、保健指導を実施しています。
・ 養育支援家庭訪問は、子どもに発育や健康の問題があったり、妊婦や養育者が健康不調や育児困

難を抱えているなどの家庭を訪問します。また、養育支援保健医療連携システムの情報提供を受け
早期に行う訪問や、虐待予防のために行う訪問としても実施しています。

8,146

7,647

2,4945,652

483

養育支援訪問

赤ちゃん訪問 472

29年度

両親教室では父親母親の役割や夫婦で育児に臨むための学びの場として、沐浴実習なども取り入
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4056

＊平成28年度より超音波
検査の助成回数が4回から
6回に増えています。

29年度
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501533
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健やかな妊娠期を過ごすために保健指導のほか歯科保健指導や調理実習・栄養指導も実施してい

両親教室

全届出について保健センターで保健師が面接・保健指導を行い、妊娠中から支援を開始しています。
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（６）乳幼児健診
①３～４か月児・９～１０か月児健康診査

・ 未受診児家庭には電話や文書等で受診勧奨を行い、連絡がつかない家庭には訪問などで状況把握
を行っています。9～10か月児健診では、育児支援のひとつとして「ブックスタート事業」と連動
して実施しています。

②１歳６か月児・３歳児健康診査
・
・ 未受診者対策として、家庭訪問を行うなどして子どもの健康状態や養育状況の全数把

握に努め、必要な保健指導を行うなど、幼児期の支援を行っています。
《１歳６か月児健診》

《３歳児健康診査》

（７）先天性股関節脱臼検診
・ 検診は3～4か月児を対象に市内整形外科病院に委託し実施しています。

（８）育児教室、育児相談
・ 子どもの健やかな成長と養育支援の視点から、子どもの発育発達や健康について、育児相談や教室、

家庭訪問など複合的に支援を行っています。
・ 母子保健事業ケース検討会・養育支援事例検討会による支援の検討や、要保護児童ネットワーク

協議会個別会議により関係機関と連携を図るなどして、継続的な支援を行っています。

（９）小児救急普及啓発事業
・ 平成23年度に作成配布した小児救急の対処法などを記載した「子どもの救急」冊子を改定し

子どもの不調や病気に対する家族の不安軽減や適切な受診行動への啓発を図りました。
○ 冊子仕様 Ａ５版、１３ページ、第６版
○ 配布対象世帯 子どもが誕生した家庭
○ 配布方法 乳児家庭全戸訪問事業、子育て支援センターほか
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395

12

14

14

87

323

10

28年度

人数

525

579

29年度

493

25年度

1歳6か月児健診・3歳児健診ともに高い受診率で推移しています。

28年度

478

546

533

535

519

20

27年度

対象者

29年度

561

507

受診数

222

26年度

526

506

27年度

28年度

要精検受診率

1,006

99.1%

10

1,000

13

1,035

対象者 受診数

513

対象者

516

503

5

97.5%547

対象者

538

97.3%

492

来所
面接

461

101

育児教室

95.6%

12

要精検

98.6%

76

159

97.9%

人数 回数

有所見

97

1490

回数 人数

93 12

29年度

受診数

25年度

512

575

受診率

25年度

564

26年度

27年度

28年度

253

29年度

6

6

13

6

25年度

27年度 101

25年度

6

490

595

428

28年度

26年度

335

457

9526年度

46387

12

5



４．歯科保健事業
（１）幼児歯科健診・相談、フッ素塗布

①幼児歯科健診
・ 口腔内の状況は「う歯のない者の割合」・「一人平均う歯数」は1歳6か月児歯科健診 98.6％

0.04本、3歳児歯科健診84.5％、0.48本で、月齢が上がるにつれ平均う歯本数が増加しています。
今年度は1歳6か月児の「う歯のない割合」は増加、「一人平均う歯数」はう歯の減少がみられました。
3歳児健診では「う歯のない割合」は増加、「一人平均う歯数」の減少が見られました。

要治療 回数

12

12
12
12
12

*2歳児歯科健診H22,23年度は未集計

②う歯予防対策事業（フッ素塗布）
・ 1歳6か月児健診受診者の74.6%がフッ素塗布を受け、そのうち81.6%が初回塗布となっています。

今後も9～10か月児健診において乳歯萌出後からの塗布を勧奨していきます。
・ 3歳児健診受診者の62.5%がフッ素塗布を受けており、3回以上フッ素塗布の割合が34.8%で継続的

な塗布に繋がっています。

（２）成人歯科健診・相談・教育
・ 歯科健診は、特定健康診査集団健診（保健センター・市民会館）と同時に実施し、また口腔衛生

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ時はイベント方式で実施しています。妊婦の歯科健診も併せて行い、37名　（20.4%）の
受診がありました。

・
・ 歯科口腔の健康づくりに関する普及啓発として、歯と口の衛生週間（６月）・8020運動推進週間

（11月）を実施しました。
健康教育(地域)

12

9

4

3

3
※1 ・2名指導のみ（H27)

・1名指導のみ(H24･25）

※2 　口腔衛生キャンペーン（イベント形式）で１回実施のため未把握分含む

（３）歯科口腔保健普及啓発事業
・ 中高年の市民に対して、歯科口腔保健に関する知識や歯科疾患の予防に向けた取組みへの普

※ Ｈ28年度から講演会形式からより身近な場所

での教室に振り替えて４回実施。

9

25年度

塗布者

37

29年度

25年度

26年度 7

塗布者

27年度

28年度

6

講演会

27年度

26年度

15

4

健口教室

28年度

1

29年度

―

0

0

※2

※2

0

24

164

8

1

181（37）

回数 人数

37

―

――

4

4 91

及啓発として身近な地域の集団の中で、口腔機能の評価と医師の講話を合わせた教室事業を実施し
ました。

3

173

143561

28年度

8

２歳児歯科健診3歳児歯科健診

101

24

1,8241,921

123

0

要指導

13

回数

296

548

29 0

要治療

540

要精検

30

20

人数

546

対象者

68

24

142

人数

127

回数

79

595

要医療

529

要精検

結果※1

備考

29年度

人数

507 533

0

8233

要指導

579

83

24

173 105

24

1380

41

136

0

111

46

 111　(40)

563 538 526

124

502

要指導

12

問題なし

8

47

7 24

人数

177　(31)

7

9

7

91

人数

0

0

211

88

46

120

88106  (27)

12

（妊婦再）
回数

516

1,937

512

575

人数

26年度

回数

508

17174  (33)

4

歯科保健の健康教育においては、働きざかりの成人期にも対象を広げ、ライフステージを通して実施しています。

123

79

1,801

12

514

27年度 8

1歳6か月児歯科健診

相　　談　　（健診）

3

7

25年度

26年度

519

28年度

29年度

2,146

27年度

12

12 506

7

15

対象者 回数

6



５．食育推進事業
（１）食育推進展示、食育講座、食育講演会
・ 第2次恵庭市食育推進計画に基づき事業を実施しました。
・

６．予防接種事業
（１）予防接種事業
・

※ポリオはH24.9に不活化ﾜｸﾁﾝへ切り替え。

※四種混合はH24.11より開始（三種混合＋不活化ポリオ）。

※麻しん・風しんは平成20年度～平成24年度の5年間に限り3期・4期接種実施している。

※子宮頸がん・ヒブ・小児肺炎球菌はH23.8より開始

※肺炎球菌（市助成）は、H24.6より開始（75歳以上の市民を対象に、3,000円を助成）→H27.3末事業終了

※水痘・肺炎球菌（定期）はH26.10より開始

※日本脳炎はH28.4.1より開始

※B型肝炎はH28.10.1より開始

（２）医療給付金支給事業

（延接種人数）

28年度

人数

25年度

講演会

601

1

回

361

107

26年度 1

29年度

2

1,973481 1,197

29年度

1,995

8371,879

2,284

928

肺炎球
菌(定
期)

1

2,277

1,912468

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ

1,907

2,075

1,790

7,779

27年度

26年度

0

0

0

1,974

25年度

633

475 1,883

98

469

457

2,094

混合

5

小児肺
炎球菌

1,073

麻しん・風しん
《子どもの予防接種》

水痘ヒブ

422

子宮
頸がん未就学児

三種混合 二種混合

1,103

本市に居住する市民で予防接種法施行令第1条の対象者に対し、医師会との連携のもと予防接種を実施し
ました。

1 2,0712,167

1,0962,148538

5 2

5

毎月19日の食育の日にはFM「e-niwa」での放送や、毎年6月の食育月間を中心に食育推進展示や食育講座
を実施し食育に関する普及啓発を行っています。

9

協議会

6

回

10

食育展示

120

2

2

24

講座・講話

172

54

427年度

人数

ＢＣＧ

風しん

0

7,590

《大人の予防接種》

0

1

000

1,034

1,570

1,075

495

麻しん
四種混合

584

2,009

0

0

45618

42 2,008

1,895

644

129

450

19

84

回

0

4

0

開催回数

25年度

27年度

27年度

26年度

《子どもの予防接種》

76

8

272

不活化
ポリオ

1

28年度

26年度

0

78

29年度

28年度

１．事業名
　恵庭市子宮頸がん予防ワクチン接種後の症状に対する医療給付金支給事業
２．目　的
　本市が実施した子宮頸がん予防ワクチンの接種を受けたことにより、健康被害等が発生した場合
　に、実態に即して適切な医療が受けられるよう医療給付金を支給する。
３．医療給付金の額
　(1)医療費（保険診療に限る）の自己負担分
　(2)医療手当　政令第11条第1項各号及び同条第2項に規定する額
　(3)保険外医療手当　市長が必要と認める保険外の医療に要した額の1/2の額(50,000円限度)
４．支給対象者
　　平成29年度は対象者なし

792

29年度

8,261

8,193

7,910

4,635

肺炎球
菌(市助
成)

434

1,4224,214

1,002

28年度

日本脳炎

181

25年度

B型肝炎

7

7



７．感染症予防事業
（１）エキノコックス症検診

８．夜間診療所運営事業
・ 本市における休日・夜間等の救急医療体制の空白を解消するため、夜間急病診療所の運営と医師

会と連携し、市内当番医療機関による輪番制で対応しています。
・ 平成23年5月より、夜間急病診療所の診療は内科・小児科系とし、土曜診療（午後）を開始、休日

診療を拡大しています。また、市内当番医療機関については、けが等の外傷の診療としています。
（参考）　千歳市休日夜間急病センター：平成29年9月5日開設

《夜間急病診療所の患者数》

《市内当番医療機関の患者数》

９．救急医療対策事業
・ 夜間急病診療所の運営等一次救急医療の整備、二次救急医療との連携等について協議する「救急

医療対策会議」を設置しました。
・ 委員数は医師会、薬剤師会、看護師、一般市民、行政職員９名で構成。

※

H30.3.1 -

29年度

土曜診療

2

患者数

1,900

1,696

年末年始診療

29年度

(1)恵庭市保健センター及び夜間休日・急病診療所の移転について

49

患者数計
休日診療 土曜診療

患者数診療日数 診療日数

4387 40

1,823

夜間診療

0

28年度

511

0

29年度

0

0

50

66

患者数

平日診療

406

審議内容

(1)平成26年度初期救急医療の実績について
(2)平成27年度関係事業の推進について
(3)救急安心センターさっぽろへの参画について

539 51

7

4,495

49

398

51

診療日数

4,169

患者数

患者数診療日数

2,858665 50
2,663

患者数計

49

8

受診者数

543 4,659

66

出席者数

3,220
65

450
6

6

518

363

49
584

H29.5.16

診療日数

1,098

(1)平成27年度事業実施報告（救急医療対策関連）
(2)平成28年度事業実施計画（救急医療対策関連）

630 2,787

0陽　性

468

27年度 66

27年度

356 1,792

360

988

3,938

擬陽性 0

41

診療日数

2,154

359

27年度

患者数

2,216

0

74

26年度

00

26年度25年度

診療日数

1,748

66

28年度

27年度

1,238

359 2,005

29年度

1

66

(1)平成28年度初期救急医療の実績について
(2)平成29年度関係事業の推進について

6

1,144

H27.6.23 8

557

0

247

28年度

開催日程

8

平成29年度第2回救急医療対策会議は文書会議として開催。

回数

243

244

1

65

H28.7.14

28年度

26年度

245

休日診療

66

563

631
患者数

1,161

8



●二次救急医療機関への助成
＜目的＞
　市の救急医療体制の確保と充実を図るため、市内の二次救急医療機関（救急告示病院）に
対して助成する。
＜助成対象＞
　市内の救急告示病院
　３医療機関（恵み野病院、恵庭第一病院、我汝会えにわ病院）
＜助成基準＞
　【定額割】　　　１医療機関に３００千円（年額）を助成
　【搬送人数割】　市救急隊による搬送人数１人当り３千円を助成

（単位：千円）

●小児科日曜救急外来開設（平成２６年４月開始）
　①診療場所 ： 千歳市民病院救急外来（千歳・恵庭市内の小児科医が診療対応）
　②診療日及び受付時間 ： 毎週日曜日　８：３０～１１：００　

補助額

1,501
110

補助額搬送人数

恵庭第一病院
699 672

5,5501,5505,598

4071,542
3,231

搬送人数補助額

1,521
133我汝会えにわ病院

1,566計 5,403

恵み野病院
搬送人数

428
3,315 3,3571,019
1,584

977

平成２８年度実績

1,005
414

平成２７年度実績
二次救急医療機関名

630 124

平成２９年度実績

9



１０．介護予防事業
（１）介護予防日常生活支援総合事業

①高齢者体力向上トレーニング教室（通所型介護予防事業）
・ 運動器の機能向上が必要とされた事業対象者に対して、運動を指導し、運動方法を身

につけることで生活機能の向上を図ることを目的に実施しました。
・ 1期12回（1回/週、3ｶ月）を3期実施しました。

②生活機能向上教室（通所型介護予防事業）
・ 事業対象者に対し、他者とのコミュニケーションや運動の改善の指導などを行うことで

生活機能の向上を図ることを目的に実施しました。
・ 1期12回（1回/週、3ｶ月）を3期実施しました。

③口腔機能向上教室（通所型介護予防事業）
・ 口腔機能向上を図り生活機能の向上を目的とし、歯科医師・歯科衛生士・言語聴覚士による口

腔機能チェック・講話･相談を実施します。
・ 対象は、事業対象者のうち口腔機能の向上が必要とされた者で3か月間に3回を１コース

として実施しました。

④訪問型介護予防事業
・ 訪問指導による、うつ・認知症・閉じこもり・口腔機能・栄養改善に取り組むことで、生活機能

向上を図ることを目的とし、通所型事業への参加が困難な方を対象としています。
・ 事前・事後にアセスメントを行い個別の指導を行います。

（２）介護予防把握事業
①訪問等相談活動

・ 要介護状態や生活習慣病の重症化を予防するために家庭訪問等により高齢者の実態を把握し、
保健指導と主要な生活指導や改善プログラムにつなげることを目的に実施しています。

・ 対象は65歳以上の高齢者とくに年度内75歳に到達する市民（要介護・支援者を除く）・家族でし
たが、平成29年度より、年度内７０歳に到達する市民の方を対象に早期に実施いたします。

・ 70歳到達者訪問数：1,014人中、実590人、延600人でした。

②あたまの元気度相談
・ 認知症等の早期対応を目的とした、評価を含む個別相談及び指導事業です。認知症の傾向あり

（保健指導レッド）2人、認知症の傾向ややあり（保健指導イエロー）5人、問題なし（保健指
導グリーン）15人他に対して、評価に基づき必要な保健指導を実施しました。

5

2

0

1

4 4

22 14

その他

125 16

1

グリーン レッド イエロー

14

2

2

4

29年度

27年度 40

26年度 46

15

808

50

26年度

9

25年度

69

25年度

25年度

4

4

27

757 834

3

762

総合評価（保健指導）

665

17

26年度

29 24 1

768

172

36

15

36

26年度 29年度27年度

29年度

28年度

23

29年度

19

75

7

36

26年度

実人数

0

28年度

12

実人数

693

5

回数

59

00実数

延人数

12

45

82

延人数

延人数

回数

23

700実人数

4

4

28年度

延人数

回数 延人数

36

51

1

12

5

29年度

0

28年度

640

1

2

-

3

-

0

40

735

27年度

-

12

26

実人数

26

延人数 63

70

25年度

162

26年度

27年度

※H29年度からは、通所型介護予防事業の対象
者の把握方法が変更になり、体力向上教室お
よび生活機能向上教室対象者は区別せず実施
しました。

25年度

27年度25年度

7

28年度

14

36

12

36 3636回数

29年度

9

27年度

9

28年度

134 87139

36

10



（３）介護予防普及啓発事業
①介護予防講演会

・ 介護予防に関する知識の普及啓発により、高齢者の心身の健康の保持増進、高齢者が自立した生
活を送れるよう市民の介護予防への関心と理解を深めることを目的に実施しました。

②高齢者健康づくり教室（食と活動編）
・ 65歳以上の高齢者に対して、「運動」「栄養」に関する介護予防を目的とした健康教育等を

実施し、介護予防に関する知識の普及・啓発を目的に実施しました。
※H29年度からは、一般高齢者を対象

とした健康づくり教室として内容を

拡大して実施しました。

③バランスアップ教室
・ 65歳以上の市民を対象に転倒予防のための知識の提供と体づくりに必要な運動指導を行い、

運動の生活習慣化を図ること、運動の効果の普及･啓発を目的に実施しました。
※H29年度からは、地域ささえあい

地域づくり事業として、リハ専門職

による健康講話として実施しました。

④言語嚥下相談
《言語嚥下相談》

・ 在宅者で脳卒中の後遺症などで言語障害や飲み込みに障害がある方に対して言語聴覚士による
相談・指導を行いました。

※H29年度からは、個別相談の体制から

言語聴覚士による地域での健康講話の際

に相談実施し事業転換しました。

　 ⑤老人クラブ健康教育・健康相談
・ 生活習慣病予防・健康増進などに関する正しい知識の普及を図ると共に、健康の保持増進と健康

への自覚を高めることを目的としています。
・ 高齢者やその家族等に、生活習慣の改善、リハビリ方法などの個別相談に応じることで、介護予

防を推進することを目的としています。
・ 老人クラブ会員等を対象に実施しました。

⑥シニア向けポータルサイトの開設
・

53

27年度

延人数

793

29年度

-

935

延人数

3

27年度

36

29年度

2

-

-

27年度

25年度

家族が認知症になったら
～医療につなげるタイミング

江別すずらん病院　認知症疾患医療センター　主任看護師
澤田　萌　氏

シニア世代に向けたポータルサイト「ウェルネススペース　えにわ」を開設し、健康、スポーツ、
社会参加に関する情報などの提供を始めました。

※高齢者を対象とした出前講座を含む

閲覧数

参加人数

5

生涯元気で過ごすカラダの動かし方

回数 4

26年度

回数 -3

25年度

22

2

23 65

1,0501,188

34

639

29年度

26年度

772

回数
健康教育人数 1,0331,018

34

26年度 28度

2

1

28年度27年度

28

2

37

33

3

97

3

28年度

2

3

26年度

実人数

25年度

回数

健康相談人数

25年度

32 32

2

1,100

7

811

29年度

31

71

52

北翔大学　教授　上田　知行　氏

1

テ　ー　マ

2

講        師

5,905

29年度

28年度

11



（４）地域介護予防活動支援事業
①介護予防地域リーダー支援事業
《いきいき百歳体操サポーター養成》

・

※ サポーター養成…サポーターを希望する方に対する養成

地域展開版養成…地域で実施するための養成

ボランティア実践…サポーター養成後に行うボランティア実践体験

《いきいき百歳体操実施地域（事後）》
・ 平成29年度は新規に市内5ヶ所でいきいき百歳体操を開始しています。（休止１ヵ所）

（H29年度末累計）サポーター養成438人　地域展開34地区　実施1,341回　延人数27,235人　　

※28年度より、市内医療機関などのリハビリ専門職による健康講話を実施しました

②地域ささえあい地域づくり事業
・

・

③地域ささえあい地域づくり講演会 参加者58人
・ 講師：北星学園大学　教授　岡田　直人　氏

テーマ：「地域支え合い活動へのアクティブシニアの参加」

0

会　場

575

島松憩の家

開始確認時期

平成28年1月

たよれーる・中島・恵み野

12

14

※ボランティア実践は１期のみ実施

137

6

7

ふれあいセンター

76

124

52

実数

36

0

36 16

ボランティア実践地域展開版養成

実数

2

59

延数

0

360 0

72

平成27年12月

平成26年8月

児童館

平成27年6月

市民プラザ

福祉会館

幸町会館

平成27年3月

平成26年7月

平成25年11月

健康教育等の取り組みを通じて地域における自発的な介護予防に資する活動の育成・支援を行います。

平成28年1月

平成28年5月

道営住宅恵み野団地内

恵み野憩の家

平成28年6月

福祉会館

29年度

たよれーる・きた

柏木地区

24

395

29年度25年度

969

25 29

322 413

27年度 13

129

25年度 12

11

28年度 51

29年度

回数回数

サポーター養成

本町地区

26年度 85

26年度

25年度

地　域

福住地区

黄金南地区

末広地区

幸町地区

柏木地区

27年度

12 366

実数回数

身近な地域で住民主体によるいきいき百歳体操を推進するためのサポーターを養成することで、1)住民
主体による介護予防の推進　2)高齢者が高齢者を支えるまちづくりの推進　3)サポーター自身の生きが
い、健康づくりを目的に実施しました。

延数

平成25年10月

25

4

平成25年4月

78

15

20

10 20

延数

126

36 19

173

回数

柏木中央会館

恵み野南地区

恵み野地区

恵み野地区

延人数

26年度

平成29年10月

福住地区

柏陽地区

島松東町地区

柏陽憩の家

島松地区

35

福住地区

黄金地区

平成29年6月

平成29年5月

さかえ会館

たよれーる・みなみ

島松地区

0

56

福住憩の家

27年度

49

地域において介護予防に資する自発的な活動が広く実施され、介護予防に向けた取り組みが主体的に実
施されるような地域社会の構築を目的としています。

GHこもれびの家

漁町地区 平成29年9月

29

平成29年9月

平成28年7月

28年度

28年度

11

あけぼの会館

12



１１．精神保健福祉事業
（１）精神障害者保健福祉手帳申請承認実績数

（２）普及啓発
・

こころの健康づくり講演会
第1回　

（３）相談・訪問指導
・ 相談者の平均年齢は43.7歳（男性：40.9歳　女性：46.0歳）
・ 疾患別では総合失調症や気分障害の相談が多く、病名不明やその他の病気等の相談など

専門的知識が必要な多岐にわたる相談にも対応しています。
・ 支援内容の多いものは「こころの健康づくり」や「社会復帰等のサービス相談」でした。

（４）地域生活支援
①精神障害者地域活動支援センター等通所交通費助成事業

１２．障がい者自立支援事業
（１）自立支援医療（精神）申請承認実績数

家族会のみ

認知症

家族会、学習会

18/22

1

180
来所･電話･ﾒｰﾙ

実／延
13/24 8/27

家庭訪問

件数
272

合計

6/34

265

29年度

実　　件　　数

139

精神障害者通所交通費助成

実人員

男性

62 72

女性

25年度 26年度

疾　　患　　名
てんかん

31

1525年度

66237

不明

15/21

統合失調

通所施設数

27年度

68

延人数

208

29年度

家族会

78

備　　　考

19

28年度

922

3

12

助成日数

2,146

4

29年度27年度

15

14

220

455 1

2,194

818

702 806

116121106

20 家族会のみ

2 52

2,861

2,592

2,966

家族会のみ

その他気分障害 依存症 知的発達 高次脳機能

322

29年度

48

28年度

29年度

延人数

150

58

233

153

1

189

5

9

12

2

計

2

169

こころの健康づくり講演会

10

26年度

回数

28年度

54

新規認定申請

更新認定申請 144117
45

26年度 27年度

27年度

26年度

28年度 20

25年度

1

2

107

恵庭市こころの健康づくり･自殺予防対策推進方針(H26～H29）に基づき講演会の開催により普及
啓発を図りました。

「困っていませんか？　アルコール依存症」　千歳病院　芦澤　健　氏

167
58

95

26年度

28年度

27年度 22

23

25年度
新規認定申請 84

19

689

計

更新認定申請

回数

773

10

19

52

685

家族会のみ

780

773

894

29年度

66

28年度

13



（２）自立支援給付事業
①居宅介護 ②生活介護 ③短期入所
④サービス利用計画 ⑤地域移行支援
⑥共同生活援助 ⑦宿泊型自立訓練 ⑧自立・生活訓練
⑨就労継続支援Ａ型 ⑩就労継続支援Ｂ型 ⑪就労移行支援

■自立支援給付

延
利

延利用日
数

延利用日
数

6627
0 111136

就労継続Ｂ

実利用人数
（5月）

0
10

実利用人数
（2月）

0

延利用
日数

実利用人数（2
月）

就労移行

※支給決定しましたが、利用
ありませんでした

延利用
日数

△ 10
4

就労継続Ａ

446

サービス計画

実利用人数
（2月）

実利用人数
（2月）

△ 37
12
15

2

67
8,752

97710,362

6,052
4,068 4

7

△ 1

32089

1
0

△ 89 4 △ 3

1
1

実利用人数
（9月）

延利用
人数

0 1

地域移行支援

延利用
人数

1

実利用人数
（2月）

4,519

6 444

延利用
日数

実利用人数
（2月）

328年度
3

4,726
31,082

△ 3

実利用人数
（2月）

22

946

△ 207比較

宿泊型自立訓練

区分区分

12
15

0

短期入所

延利用
日数

28年度

延利用
日数

比較

0

557

6 1

自立・生活訓練

29年度
25

生活介護

共同生活援助

延利用
日数

実利用人数
（2月）

区分

422 0

188

実利用人数
（2月）

1,165

※28年度に、恵庭市に初めてA型事業所が開設されたことから、就労継続Aの利用者数が伸び
ています

3

△ 16100 31984 △ 1

居宅介護

28329年度

14



１３．献血事業
・ 市民を対象に、北海道赤十字血液センターと連携のもと、市内各事業所等に対し、献血への協力

をお願いしました。

１４．薬物乱用防止事業
・ 北海道薬物乱用防止指導員を２名推薦し、啓発活動を推進しました。

１５．歩くことを通したまちづくり事業
・ 歩くイベント開催、歩く環境整備として休憩所設置、学校・団体等と連携したスタンプラリーを

4か月間試行実施しました。

１６．保健センター運営協議会事業
・ 平成２９年度は運営協議会を３回開催し、保健事業の推進について協議しました。

2,240

2,291

56

実施
回数

2,104

休憩所設置数

2,591

2,272

備　考

2,231

8

(1)平成28年度保健事業実施報告について
(2)平成29年度保健事業の推進について

9

30

3か月間試行実施

H29.10.16

H28.7.5

3,180

出席者数

2,226

開催日程

H29.5.24

回数

29年度

1

2

21

(1)平成28年度新規事業実施報告について
(2)平成29年度保健事業の推進について
(3)平成29年度予算の概要について

9

8

63

審議内容

2,322

3

28年度

28年度

19

H30.3.9

26年度

28年度

3

400㏄

2,302

(1)第3次恵庭市食育推進計画の策定について(経過報告)
(2)第2次恵庭市健康づくり計画の策定について(経過報告)
(3)通所型短期集中予防事業の委託について

2,271

1

20

10

31

27年度

休憩所利用者数

1,224

6,643

2

献血実績（人）

29年度

25年度 56127

200㏄

(1)保健センター及び夜間･休日急病診療所の移転について
(2)健康づくり･食育に関するアンケート調査について（経過報告）
(3)歩くことを通したまちづくり事業について（経過報告）

献血者総数

(1)平成27年度保健事業実績報告について
(2)平成28年度保健事業の推進について

67

29年度 33 2,558 64

4か月間試行実施

(1)平成30年度保健事業の推進について
(2)平成30年度予算の概要について
(3)第3次恵庭市食育推進計画の策定について
(4)第2次恵庭市健康づくり計画策定について
(5)通所型短期集中予防事業の委託について

60

10

H29.3.16

H28.10.5

参加延人数

15



１７．保健センター維持管理事業
・ 保健センターの施設について下記の改修・修繕等を実施しました。

○冷温水循環ポンプ交換工事

○ポンプ動力回路修繕工事

○保健センター自動ドア修繕

○保健センター看板撤去工事（移転関連）　 等

１８．保健センター運営事業等
（１）医療顧問の設置

・ 平成２３年度より継続して、保健センターに医療顧問を設置しています。
医療顧問 南　秀樹医師

（２）広報啓発
・ 保健センター事業の市民周知を図るため、「市民健康カレンダー」を市広報誌４月号と同時配布

しました。
・ 市ホームページを活用し、各種保健事業の周知を図りました。

（３）各種補助事業
①休日等歯科救急診療補助事業

・ （社）千歳歯科医師会が実施する日祝日及び年末年始の歯科救急診療業務の運営の助成を恵庭市
・千歳市・北広島市の３市で実施しました。

○恵庭市診療日数24日（GWと年末年始の3医療機関体制も含む）
○診療時間　　　　　午前9時30分～12時30分

《歯科診療の休日当番実施状況》

74

　 １回平均患者数　実施回数

3.124

26

26

27

27年度

26年度

25年度

25

109

29年度
28年度

81 3.1

4.2

60 2.4

3.9105
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Ⅱ予算執行状況（平成２９年度）
※単位：千円

備　考

健康診査等事業

健康診査等事業
感染症予防（肝炎・エキノコックス）を
含む

各種がん検診事業

がん検診推進事業 働く世代のがん検診推進事業

※ 特定健康診査等事業費 予算執行は国保医療課

健康増進事業

健康教育・健康相談事業

機能訓練・訪問指導事業

母子保健事業

歯科保健事業

食育推進事業

予防接種事業

夜間診療所運営事業

救急医療対策事業

介護予防事業

介護予防把握事業

通所介護事業

訪問介護事業

介護予防普及啓発事業

地域介護予防活動支援事業

精神障害者福祉事業

歩くことを通したまちづくり事業

保健センター運営協議会事業

保健センター維持管理事業

保健センター運営事業

緑と語らいの広場複合施設移転整備事業

備　考比較①－②事業項目

82

220

285

1,994

481

5,429 4,098 1,331

23,447

849

895

27,809

実績 ②

0

9,373

43,323

25

43

623

1,210

137

206

983

比較①－②

1,500

174

234

43

29,103

158,622

5,798

3,641

335

1,891

146

21,795

19

169

27,603

2,448

5,629

1,708

44,711

445,674

418

5,361

100,585

5,601

19,276

35,167

47,015

1,115 68

167,995

36

7,358

23,686

7,595

1,69743,014

30,096

137

1,994

衛生費 426,459 407,183

実績 ②

477

242

3,692

101

3,926

278

4,738

1,183

3,297

1,628

事業項目

938

245

1,120

86

101,066

1,882

最終予算 ①

23,924

4

235

475,770

1,476 1,476

1,120

165

予算 ①

475,770

5,429

445,674 30,096

983

7,358

5,6017,595

27,809

4,098 1,331

計

35,167

計

民生費

介護保険特別会計

国民健康保険特別会計

一般会計

総務費

17
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恵庭市自殺対策計画策定について 

１．計画策定の背景 

 ○ 平成 18年 10月、国において、自殺対策を総合的に推進することにより、自殺

防止を図るための「自殺対策基本法」が施行されました。 

   さらに、平成28年 4月に「自殺対策基本法」の一部が改正・施行され、都道府

県及び市町村に自殺対策の計画づくりが義務化されました。（法第 13 条第 2 項） 

○ 当市では、これまで「恵庭市健康づくり計画（後期計画）の中で、「休養・こころ

の健康」を盛り込み、併せて業務の方向性を示す「こころの健康づくり・自殺予防

対策推進方針」を定め、自殺予防対策を取り進めてきたところですが、自殺対策基

本法の改正を受け、平成30年度中に自殺予防を総合的かつ効果的に推進するため

の計画を策定し、市の自殺予防対策の指針とします。 

２．自殺総合対策大綱とは 

 ○ 自殺総合対策大綱は、自殺対策基本法に基づき、政府が推進するべき自殺対策の

指針として定められたものです。 

 ○ 当市の自殺対策計画は、国の基本法及び大綱さらには、北海道の自殺対策計画の

内容を踏まえ、地域の状況に応じたものにする必要があります。 

３．第 2次恵庭市健康づくり計画との関係 

 ○ 昨年度策定した「第2次恵庭市健康づくり計画」において、第4章「第2次計

画の推進」（６）休養・こころの健康の目標２５で、自殺の減少を掲げ自殺予防に

取組んでおります。 

 ○ このことから、「第 2 次恵庭市健康づくり計画」と「恵庭市自殺対策計画」は、

一過性をもち取り進めることが、効率性が高く効果的であることから計画期間の終

期を合わせ、「恵庭市自殺対策計画」の期間を次のとおりとします。 

  ※「恵庭市自殺対策計画」の計画期間：平成3１年度～平成35年度（5年間） 

４．計画の目的 

○ 計画策定の目的は、自殺者数の低減ではありますが、自殺死亡率は社会情勢等が

大きく影響することも想定されます。そのため、単に自殺死亡率の低減を図るとい

う目的ではなく、その原因となる事象を把握し、自殺防止に対する市民の意識を高

め、さらにリスクがある人をケアする・相談できる体制を強化できるような計画を

策定することを目指します。 

資料２ 
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５．計画策定の方法 

（１）（仮称）恵庭市自殺対策計画庁内会議の設置 

庁内関係部署の代表で構成し、計画策定に伴う作業を行う部会として設置しま

す。（策定期間中に3回程度開催） 

 （２）（仮称）恵庭市自殺対策ネットワーク会議の設置  

    外部の有識者、関係機関・団体の代表で構成し、計画案の作成及び進行管理方

法について検討します。（策定期間中に3回程度開催） 

 （３）恵庭市社会福祉審議会 

    計画案の審査を行う機関として設置します。（策定期間中に２回程度開催） 

 （４）関係団体へのヒアリングの実施 

    地域の実態が計画に反映できるよう、地域で自殺防止に繋がる取組みを行って

いる団体へヒアリング（意見聴取）を実施します。～実態に応じ実施 

 （５）パブリックコメントの実施 

    恵庭市自殺対策ネットワーク会議で検討・策定した計画案に対して、市民の皆

様から広く意見を募集します。 

 （６）進行管理体制の構築 

   （仮称）恵庭市自殺対策計画の進捗状況や施策の評価による見直し等を協議し、

効率的な事業を推進するため、進行管理体制の構築を行います。 

６．スケジュール 

 【資料３】のとおり 

７．計画の構成及び視点 

 ○ 計画は、次の項目を基本構成として策定します。 

① 計画策定の背景 

② 自殺の現状と課題 

③ 計画の基本方針 

④ 計画の基本施策 

⑤ 計画の重点施策 

⑥ 計画の推進体制 

■ 計画策定に求められる視点 

分野別 
経済的問題 家庭問題 健康問題 

職場問題 学校問題 男女問題 など 

年齢別 青少年 中高年 高齢者 

段階別 事前予防 危機対応 事後対応 
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　3)　広く住民の参加を得る

　4)　地域ネットワークの参加を得る

　1)　地域の自殺実態を共有する

　2)　自殺対策の理念等を共有する

　3)　自殺対策の目標を共有する

恵庭市自殺対策計画策定スケジュール

5
月

A.　意思決定の体制をつくる

6
月

恵庭市における計画策定スケジュール 　「市町村自殺対策計画策定の手引」

　1)　行政トップが責任者となる

市町村長または副市町村長を責任者とする体制をつくり、
行政トップが関わる形で自殺対策を推進する。

　2)　庁内横断的な体制を整える
自殺対策推進本部(仮称)には、庁内の関係部局が幅広く参
画し、行政全体として　自殺対策を推進する体制を整え
る。
※自殺対策基本法『第2条　基本理念』　「自殺対策は、
保健、医療、福祉、教育、労働、その他の関連施策との有
機的な連携が図られ、総合的に実施されなければならな
い」

　1)　庁内の関連事業を把握する

　2)　地域の様々な活動を把握する

庁内の関連事業の把握には、事業の棚卸しが有効な手段と
なる。

C.　地域の社会資源を把握する

①自殺対策とは、「生きることの包括的な支援」であるこ
と

3
月

1
1
月

7
月

8
月

1
2
月

1
月

D.　自殺対策計画を決定する

2
月

B.　関係者間で認識を共有する

9
月

1
0
月

②自殺対策の推進には、「関係部局(機関)の緊密な連携」
が重要であること

③自殺対策の推進は、「地域セーフティネットの構築」に
もなること

④自殺対策の推進において、「行政トップのリーダーシッ
プ」が欠かせないこと

市町村長を始め、全ての職員が「自殺は、その多くが追い
込まれた末の死である」ことを理解し、併せて該当市町村
の自殺実態についての認識を共有する。

　1)　計画の全体構成を考える

　2)　各事業の担当及び実施時期を明確にする

　3)　検証可能な指標や目標を決める

当面の目的として国は「平成38年までに自殺死亡率を27
年と比べて30%以上減少させる」としていることについ
て認識を共有する。

自殺対策計画策定

庁内会議 (5/17)

保健センター

運営協議会(5/24)

自殺対策

ネットワーク会議

恵庭市保健福祉

推進会議

救急医療対策会議

（６／８）

社会福祉審議会

厚生消防

常任委員会（６／１９）

厚生消防

常任委員会

厚生消防

常任委員会

社会福祉審議会

自殺対策

ネットワーク会議

自殺対策

ネットワーク会議

自殺対策計画策定

庁内会議

自殺対策計画策定

庁内会議

恵庭市保健福祉

推進会議

自治体首長を対象とした

トップセミナー参加 A

D

C

B

パブリック

コメント
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